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移民研究を通して日本の未来の選択肢を提案するプロジェクト
A future vision of Japan based on the study of immigration

兵庫県立国際高等学校

目的
本格的な多文化共生社会の到来により、私たちは国際問題と国

内課題を一体的に取り扱わなければならない。共生社会に生じる課
題や困難を克服し、この国を世界の人々が共に生きる豊かな場所と
して発展させる必要がある。

この目的のため、国を超え人々が移り住む国際社会の重要側面
である「移民」に焦点を当て、‟安全に、幸せに暮らす‟という生活に

根ざした視点から国際問題の諸相に迫るとともに、国内問題に視点
を移し、この国の可能性、役割ニーズ等を取り出し、未来の選択肢
を提案し、社会に発信することを目的とする。

移民研究に関するディスカッション
関西学院大学 2015年8月26日

《目的》
移民研究について、疑問点や知りたいことを大学の教員とディス
カッションすることにより理解を深めること。

《議題》
「日本の移民政策の上で鍵となるものは何か？」

《成果》
日本の移民政策で鍵となるのは、次の5点である。
① 労働形態の工夫
② 社会保障制度の向上
③ 国籍制度の改善
④ 海外での資格の取り扱い
⑤ 多文化共生

《立論の根拠》
・一億人の人口を維持するため。
・両国の文化が発展する。
・国際交流が深まる。

《反論》
・すべての移民が治安を悪くする

わけではない。
・日本の失業率は4％前後と世界

的に見て高くはない。失業の理由は疾病や怪我であり、その人たちに
雇用を与えるのは難しい。

・高度人材を受け入れることで労働力だけでなく、イノベーションも向上
し経済発展につながる。

・移民のすべてが日本語を話せないわけではない。

《結論》
・外国人は支援する対象ではなく、地域社会に貢献する存在である。
・移民がもたらす異文化によって新たな産業やサービスが生まれる。
・今後20年間の新規労働者の人数はすでに決まっていて増やすこと
ができない。働き手の減少による経済のマイナス成長が予想される
が、移民の受け入れで労働者人口を増やせる。

《立論の根拠》
・高度人材だけが移入してくるわけではない。
・言語教育の困難さ。
・失業者に職業訓練を施せば、予算を大幅に削減できる。

《反論》
・過去に移民による暴動も発生しており、治安の悪化も同時に引き
起こす。

・失業率は4%でも、その数は210万人に及び、失業率は根拠になら
ない。

・失業者ではなく完全失業者であり、定義が違う。
・日本人の雇用が淘汰されるおそれがある。

《結論》
・移民は文化の発展ももたらすが、同時に治安の悪化も引き起こす。
・国際交流も同様で、過去に暴動などの事例もあり外交的な摩擦が
起こる可能性もある。

・今後20年の新規労働者は職業訓練によって増加させることができ
る。さらに日本人の雇用が淘汰されるおそれもある。

否定側肯定側

企業訪問
株式会社ファーマインド神戸センター 2015年8月24日

事業内容 食品加工（カットフルーツ）

外国籍労働者数 約10名（約150名中）

国籍 フィリピン、中国、台湾、ペルー（アジア系が多い）

雇用形態 契約社員、アルバイト

雇用条件 日本語が理解できること
（募集の際に外国籍枠はなし）

そのほか 社内における日本語教育はなし
ミーティング・指示は日本語で行われる

《問題点》

日本語を全く話せない状態で就職する
のは難しく、移民が日本語を学ぶ環境
づくりが必要である。

出発点
人はなぜ国を越えて移り住むのか。
生きる場所としての自分の周りの環境を見つめなおす。

発信
提案 「日本の選択」
世界の人々が共に生きる場所を目指して

国内問題の学習・研究
移民マップの作成

海外交流


